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第２  陳情第１５号  「流山市幼児教育支援センター附属幼稚園の園

児募集を速やかに行うこと」を求める陳情書  

 

第３  議案第３７号  流山市幼児教育支援センター及び附属幼稚園の

設置等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  

 

第４  陳情第１７号  流山市における小中学校給食費完全無償化に向

けた千葉県および国への財政支援を求める意見
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第５  陳情第１２号  「義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見
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第６  陳情第１３号  「国における２０２７年度教育予算拡充に関す

る意見書」採択に関する陳情書  

 

第７  陳情第１１号  放課後児童クラブ（学童保育）における長期休

業時の利用制度拡充および公的支援の推進に関

する陳情書  

 

   



   

第８  議案第６３号  令和７年度流山市介護保険特別会計歳入歳出決

算認定について  

 

第９  議案第６２号  令 和 ８ 年 度 流 山 市 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算

（第２号）  

 

第１０ 所管事務の継続調査について  
 



【教育委員会会議の形骸化に関する執行部見解】　

教育委員会委員協議会の開催による活性化

※市議会の議決案件に係る教育委員会会議の議案名について ※例：条例の一部改正

「公開性を重んじた本来の教育委員会会議の運営」を求める陳情書

【教育委員会会議の公開性に関する執行部見解】

１　教育委員会会議　市長への意見申出に係る法的根拠及び事務手続き等について

令和８年第３回定例会

教育福祉委員会

陳情第１４号 資料

市長からの意見聴取

市長への意見申出

（教育委員会会議）
※市議会開会日の直前の

教育委員会会議において

議案上程・可決

市議会へ議案上程

（議案が正式に公表）

根拠：地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（教育委員会の意見聴取）

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他特に教育に関する

事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をきかな

ければならない。

根拠：流山市教育委員会組織規則

(議決事項)

第4条 教育委員会の会議(以下「会議」という。)において議決する事項は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) ～(2) （略）

(3) 予算その他議会の議決を要する事件の議案について市長に意見を申し出ること。

(4)～(25) (略）

令和７年度まで
令和８年度から

市議会への議案上程よりも前に、

○○条例の改正をすることが教育委員会会議で事前

に公表されてしまう。

教育委員会会議の議案名を上記のとおりとす

ることで、市議会への議案上程より前に公表

されることがない。

☆議決を要するもの

・議決事項（組織規則第４条）

・報告（臨時代理）（組織規則第５条）

☆議決を要しないもの

・各課等事務連絡

教育委員会会議

【課題・改善の必要性】

・事務局側から教育委員への説明機会、教

育委員の議案審議について時間的制約。

・情報交換、意見交換の機会の必要性。

STEP１

STEP２

STEP３

☆議決を要するもの

・議決事項（組織規則第４条）

・報告（臨時代理）（組織規則第５条）

☆議決を要しないもの

・各課等事務連絡

【委員協議会】（組織規則第３条）

教育委員会会議

【委員協議会の意義】

・事務局側と教育委員との情報交換・共有

の機会の創出。

・議案上程前に、概要について説明可能。

・審議時間、思考・検討時間の確保。

・教育委員の見識の向上

令和６年度以降

「○○条例の一部を改正する条例の原案について」
「令和○年流山市議会第○回定例会の議案に対する

意見申出について」

についての事前の

協議・意見交換・

調査研究

☆協議、調査、研究を要するもの

例）

・計画策定の策定/改訂

・予算（補正/当初予算案）

・条例/規則等例規の策定/改訂

・そのほか方針等策定

ガイドライン・指針の策定/改訂

令和５年度まで
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【関係法律・規則】
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）
（会議）
第14条第7項
「教育委員会の会議は、公開する。ただし、人事に関する事件その他の事件について、教育長又は委員の発議により、出席者の三分の二以上の多数で
議決したときは、これを公開しないことができる。」

流山市教育委員会会議規則
（会議の公開等）
第13条　会議は、公開とする。ただし、次の各号に掲げる事項について審議し、又は報告を受ける場合において、教育長又は委員の発議により出席者
の3分の2以上の多数で議決したときは、非公開とすることができる。
(1)　任免、賞罰等職員の身分取扱いその他の人事に関する事項
(2)　訴訟、審査請求その他の争訟に関する事項
(3)　前2号に掲げるもののほか、個人に関する情報を含み、会議を公開することにより個人の権利利益を害するおそれのある事項
(4)　市長又は議会に対する意見の申出その他の関係機関との協議等を必要とする事項
(5)　前各号に定めるもののほか、会議の公開が不適当である事項

【関係法律・規則】
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）
（会議）
第14条第9項
「教育長は、教育委員会の会議の終了後、遅滞なく、教育委員会規則で定めるところにより、その議事録を作成し、これを公表するよう努めなければな
らない。」

流山市教育委員会会議規則
(会議録の作成)
第29条　教育長は、会議終了後、速やかに、職員に会議録を作成させるものとする。
(会議録の記載事項)
第30条　会議録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
(1)　開会及び閉会に関する事項
(2)　教育長、出席委員及び欠席委員の氏名
(3)　説明のために出席した職員の職氏名
(4)　教育長等の報告の要旨
(5)　議題及び議事の大要
(6)　前各号に掲げるもののほか、教育長又は会議において必要と認めた事項
(会議録の承認)
第31条　会議録は、次の会議において、その承認を求めなければならない。
2　会議録に記載した事項に関して委員の中に異議があるときは、教育長は、これを会議に諮って会議録の修正の可否を決定しなければならない。
(会議録の署名)
第32条　会議録には、教育長が指名した委員1名及びこれを作成した職員が署名するものとする。

２　教育委員会会議の公開・非公開について

３　教育委員会会議の会議録の公開について

審議を非公開扱いとした市長への意見申出に係る議案

については、公開扱いの議案と異なり、説明内容等の

詳細は掲載せずに、翌月の教育委員会会議での会議録

承認後、市ホームページにて公表

※非公開扱いの議案の会議録の記載例
「議案第〇号「○○条例の一部を改正する条例の原案につい

て」

「○○部長、○○課長の説明後、審議に入り、原案どおり可決

された。」

審議を非公開扱いとした市長への意見申出に

係る議案についても、他の公開扱いの議案と

同様に、説明内容、質疑内容、発言者等の情

報を、翌月の教育委員会会議での会議録承認

後、市ホームページにて公表

市長への意見申出の議案については、翌月の教育委員会

会議開催時点では、既に市議会へ上程されていることか

ら、会議録まで非公開とする必要性はないと判断し、教

育委員へお諮りの上、非公開議事内容も含めて公開して

いる。

→これまで以上に、教育委員会会議の公開性について、

より一層の向上を図っている。

令和８年第３回定例会

教育福祉委員会

陳情第１４号 資料

令和７年度

令和８年度から

流山市教育委員会会議においては、補正予算、条例改正、工事請負契約等、市議会の議決を要する案件に係る市長へ

の意見申出についての議案は、会議冒頭の教育長及び教育委員の議決により、非公開の案件として審議

※これまでの教育委員会会議でも「市議会の議決を要する案件」は、非公開案件として審議
（＝当該非公開の取扱いは今回の議案第37号だけに限定したものではなく、これまでから一切変更無し）

【参考】他自治体における市議会の議決案件（市長への意見申出）に係る会議の公開・非公開の取扱いについて

教育委員会会議における市長への意見申出案件に関して、会議議事を非公開扱いとしている近隣の自治体

・柏市

・松戸市

・野田市

・鎌ケ谷市

・船橋市

※他自治体のホームページにて公表されている会議録の内容を基に、本市独自で調査。

  ２
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はじめに 

本市においては、令和５年流山市立幼稚園協議会に対して、「市の推進する

幼児教育の方向性」と「今後の幼児教育支援センター及び附属幼稚園の在り方」

について諮問を行い、本協議会において協議が重ねられ、令和５年１０月１３

日に答申を受けた。その中で、今後の幼児教育支援センターの在り方について

は、「幼児期から児童期における教育の更なる充実を図るため、市としての方

向性や指針を示す場所として、また、幼保小連携を図り、情報発信や研修、現

場のサポートなどができる、本市幼児教育の中核を担う組織となるべきであ

る。そのためには、国の補助制度を積極的に活用し、幼児教育アドバイザーを

配置するとともに、幼児教育を扱う市役所の部署を一体化させるべく、当該部

署を貫く大胆な庁内体制の構築を図るべきである。」と示された。 

このことを受け、幼児期から学童期における教育・保育の更なる充実を図り、

市としての方向性や指針を示し、本市の幼児教育・保育の中核を担うこと、そ

して、幼児期から学童期にわたる育ちを保障し、幼児期のこどもたちを持つ保

護者のサポートを行うことを目的とする新たな幼児教育センター（仮称）の設

置及びその役割・機能の検討を行うため、幼児教育・保育に関わる庁内担当部

署の横断的な組織として、庁内の職員で構成する「流山市幼児教育推進に係る

体制構築に向けたプロジェクトチーム」（以下、「幼児教育センターＰＴ」とい

う。）を立ち上げ、令和６年度に６回の議論を経て、「中間とりまとめ」を行っ

た。 

  その後、学校教育部では、幼児教育支援センターの機能の見直し及び拡充を

進めてきた。また、「中間とりまとめ」における具体的な課題に的確に対応し、

庁内の連携をより発展させるための組織として「幼児教育推進体制構築に向

けた担当者会議（以下、幼児教育推進担当者会議）」を立ち上げ、健康福祉部・

こども家庭部（現こども未来部）・学校教育部の３部（以下３部）による議論

を重ねてきた。 

なお、母子保健・児童福祉の連携をより一層強化し、妊婦、こども、家庭に

関する悩みごとを一緒に考える部署として、こども未来部こども家庭センタ

ーが令和８年４月より開設されている。 

これらを含め、市の状況を鑑み、今後幼児期から学童期における教育・保育

の更なる充実を図り、幼児期から学童期にわたる育ちを保障するとともに、幼

児期のこどもたちをもつ保護者を一体的にサポートしていくためには、どの

ような庁内体制を構築すべきか。そして、幼児教育・保育の中核を担う新たな

幼児教育センター（仮称）がどのような役割・機能を果たすべきかについて検

討し、「最終とりまとめ」とすることとした。 
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１.中間とりまとめ時の幼児教育支援センター事業に関する課題とその改善 

   令和６年８月３０日の「中間とりまとめ」において、学校教育部の所管す

る幼児教育支援センターの課題として、①幼児教育支援センターの運営体

制の脆弱さ、②「架け橋期カリキュラム」作成に関する調査・研究の不足、

③社会の変化や保護者のニーズの変化に対応しきれなかったことによる相

談件数の減少、の３点があげられた。 

   このことを受け、学校教育部では令和６年度より２年間をかけて下記の

通り見直しを図り、改善策を講じてきた。 

 

（１）幼児教育支援センターの運営体制の見直し 

   幼児教育支援センターの人員は、令和５年度まで教育研究企画室長及び

指導主事が他の業務と兼務しており、運営体制が脆弱だったといわざるを

得ない状況であった。 

   そこで、令和６年度からは指導主事１名を幼児教育支援センター専属と

して配置した。また、令和７年度からは幼児教育支援センター長も専属とし、

２名の指導主事を配置することで、運営体制の強化を図った。 

また、令和７年度より幼児教育アドバイザーを新たに設置し、３名の会計年

度任用職員を配置した。幼児教育アドバイザーは小学校教員免許状・幼稚園教

員免許状・保育士資格のいずれかを有する者、かつ、幼児教育・保育施設又は

小学校で管理職や主任等の豊富な実務経験を有する者とした。 

    

（２）「架け橋期のカリキュラム」作成に関する調査・研究について 

   幼保小の協働による「架け橋期のカリキュラム」の作成については、市教

育委員会として、令和７年度より文部科学省「教育支援体制整備事業交付金

（幼児教育推進体制等を活用した幼保小の架け橋プログラム促進事業）」を

受託し、架け橋期カリキュラムの策定・実施・改善に向けた取組を進めてき

た。主な取組は以下の３点である。 

 

ア 架け橋期カリキュラム推進会議の設置 

    令和６年度より「架け橋期カリキュラム推進会議」を立ち上げた。委員

には、市内の小学校、私立・公立の保育所（園）や幼稚園の代表者や有識

者に加え、こども未来部や健康福祉部といった関係機関の代表者も参加

している。本会議は、年間３回実施されており、「架け橋期のカリキュラ

ム」作成の方向性を議論するとともに、市としての架け橋期のこどもに期

待する姿や「流山市版架け橋期のカリキュラム（例）」の検討を進めてき
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た。 

    

イ 「架け橋プログラム」の普及・周知 

    「架け橋期のカリキュラム」の作成の必要性に関する周知・啓発につい

ては、これまで関係機関を対象に配付してきた「架け橋だより」に加え、

令和７年３月に「架け橋期カリキュラム作成の手引き（初版）」を、令和

８年３月には「架け橋期カリキュラム作成の手引き（第２版）」を発行し

てきた。これらは、これまで幼児教育支援センターが実施してきた「保幼

小関連教育研究会」を継承した「幼保小合同研修会」や「架け橋期教育の

充実に関する研修会」において、広く幼保小連携の必要性や「架け橋期の

カリキュラム」作成に関する考え方を浸透させてきた。 

    さらに、保護者に対しても周知・啓発を図るべく、令和８年２月には「も

うすぐ１ねんせい」を市内の小学校へ入学予定の年長児の全保護者に対

して配信した。 

    また、「架け橋期のカリキュラム」の作成の必要性に関する周知・啓発

と合わせて、幼保小の連携体制の構築を図ってきた。令和７年度からは、

市内全小学校区で「幼保小連携の日」を開催し、小学校と幼児教育・保育

施設の職員との交流を実施することで、幼保小での協働に向けた体制を

構築してきた。令和８年度からは、継続的な連携が図れるように、小学校

と地域の園で「小学校グループ」を編成している。このことが、小学校と

園との自発的な連携を生み出すことにつながっている。 

    

ウ 幼児教育アドバイザーの派遣 

      幼児教育アドバイザーについては、令和７年度より市内全小学校に派遣し、

１年生の学級担任と関わりながら、スタートカリキュラムの見直しに関する

指導・助言を行ってきた。また、希望する小学校に対しては全職員を対象と

した校内研修を実施している。 

      幼児教育・保育施設に対しては、これまで幼児教育支援センターが実施し

てきたスクールカウンセラーによる巡回相談を通じて、幼児の実態に合っ

た教育・保育内容及び方法、環境構成等に関する助言を実施し、幼児教育・

保育の質の向上を図っている。巡回相談に幼児教育アドバイザーまたは指

導主事が同行することで、幼児教育・保育の方法・内容の助言に加え、幼保

小連携に関する情報の提供や「架け橋期のカリキュラム」作成にむけた啓発

を進めている。 
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 （３）相談時間の延長 

   社会の変化や保護者のニーズの変化に対応しきれなかったことによる相

談件数の減少という課題に対し、幼児教育支援センターでの電話相談並び

に来所相談については下記のように改善を図った。  

   

しかし、来所による相談件数は令和５年度１８件、令和６年度２９件、令和７

年度１２件。電話による相談は、令和５年度１８件、令和６年度２２件、令和７年

度９件と、増加には至らなかった。 

また、これまで電話での申し込みを原則としていた子育て相談会について、

令和７年度の第２回よりオンラインでの申し込みを取り入れた。日中電話での

申し込みが難しい保護者にとっては、時間を問わず申し込めるオンライン申し

込みの利便性は高いと考えたが、参加者数については、令和５年度１３名、令

和６年度６名、令和７年度１１名という結果であった。 

幼児教育相談の減少は、幼児に関する相談機関の多様化、特に児童発達支

援事業所等のサービスの拡充が大きな要因であると考える。今後、保護者支

援の充実を図るためには、保護者のニーズの把握や運営体制の抜本的な見直

しが必要なものと考える。 

 

２． 今後の幼児教育支援センターの役割及び機能について 

    令和６年８月３０日の「中間とりまとめ」の中では、就学前のこどもに関わる

各種取組の課題について、主に①配慮を要するこどもの受入れに関するこ

と②配慮を要するこどもを含めた幼児教育・保育の質の向上に関すること

③福祉と教育との連携に関することとされた。これらに対応するため、就

学前のこどもの育ちや学びに特化した総合的なセンターとして、新たな幼児

教育センター（仮称）の設置が検討された。新たな幼児教育センター（仮称）で

は、市内の幼児教育・保育の実践を積極的に支援し、困り感を持つ保護者・こ

どもの相談支援について、就園及び療育に関する相談・検査・支援方針の決定

 令和６年度まで 令和７年度以降 

来所相談受付 原則火曜日 

（金曜日の場合もあり） 

９時半から１４時 

 

月曜日から金曜日まで

９時から１６時 

 電話相談受付 月・火・木 

９時から１４時 
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までをワンストップで行うこととし、具体的な機能について「相談支援」「人

材育成」「調査研究」の３つの部門に整理した。 

   この３つの部門における当初の構想をもとに、学校教育部による幼児教

育支援センターの改善、３部の連携の深化やこども家庭センターの設置等、

令和６年度以降の変化を踏まえ、これまでの成果と現状の課題を整理して

いく。 

 

 （１）「人材育成」部門について 

ア 幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等の職員を対象とした各種研修の

実施について 

「中間とりまとめ」までの議論の中で、①保育士、幼稚園教諭等のキャリア

ステージや職種、各分野に応じた各種研修の実施②幼保小のつながりある

教育に関する研修、特に架け橋期のカリキュラムの充実③既存の研修会と

も連携を図った研修体制の構築の必要性が挙げられた。 

    これを受け、３部の担当者により、令和６年１２月、「幼児教育センタ

ーＰＴ担当者会議【人材育成部門】」を開催し、その後、「幼児教育推進体制構

築に向けた担当者会議」として、令和７年度に計５回の議論を重ねた。 

      その成果については、 

     〇多様性に応じた教育・保育の実現のために核となる職員の育成を図るた

め、令和7年度より幼児教育支援センターの事業として「幼児教育希望研

修」を設置した。本研修会には、幼児教育・保育施設の職員だけではなく、

小・中学校の特別支援コーディネーター、児童発達支援事業所や学童保

育など関係機関の職員などが参加し、こどもにかかわる大人が園校種や

職種を超えてともに学ぶ機会を設定することができた。 

     〇児童発達支援センターでは、専門性を生かし、地域の支援力向上を目的

に、保育士・幼稚園教諭・児童発達支援事業所職員を対象とした研修会を

実施している。保育課では、心理士をファシリテーターに、保育士が要配

慮児童の保育等に関する情報交換等を行う「保育ワークショップ」を開催

している。また、こども未来課では、その土台となるこどもの権利擁護に

関する研修を行っている。実施時期や研修内容を３部で検討し、幼児教

育支援センター、児童発達支援センター、保育課、こども未来課それぞれ

の専門性を生かしながら、市全体の教育・保育の質の向上を図ることが

できるよう、特に令和８年度はインクルーシブな教育・保育の実現に向け

た研修について体系化を図ることとした。 

〇幼児教育支援センターでは、これまでの「保幼小関連教育研究会」を継
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承し、架け橋期の教育についての内容に特化し、幼保小の職員が合同で

研修する場とし、「幼保小合同研修会」を開催することができた。また、本

市の「架け橋期のカリキュラム」作成に向けた方向性を共有するための

「架け橋期教育の充実に関する研修会」を開催することができた。 

〇各課で実施している各種研修や訪問支援、教職員向けの相談窓口等を

集約し、「幼児教育研修等一覧」を取りまとめ、令和８年４月に市内の幼児

教育・保育施設に配付することができた。 

 

今後の課題としては、実施主体が異なる研修を整理し、研修受講者（予定

者）に周知を図ることが必要である。 

 

イ 専門性を高める講座等の開催  

発達障害をはじめ障害のあるこどもへの支援に当たっては、行政の分野

を超えた切れ目のない連携が不可欠であり、一層の推進が求められている

ことから、①教育と福祉の連携のための相互理解の促進や情報共有の必要

性②幼児に関わる心理士等の専門職同士の課題の共有や情報交換、合同

研修の必要性が「中間とりまとめ」でも述べられている。 

このことについて、現段階の取組の成果として、 

〇令和７年度第１回「幼児教育希望研修」において、多様性に応じた教育・保

育の実現に向けて、就学に向けた切れ目ない支援体制の構築を図ること

を目的に、こどもたちの育ちをつなぐ連携体制づくりや個別サポートファ

イルの活用についての研修会を開催することができた。 

〇令和８年５月に開催された第６回幼児教育推進担当者会議の中で、令和

８年度の取組の方向性として、「インクルーシブな教育・保育の実現

に向けた見方・考え方の育成」を目指すことを確認した。具体的に

は、園を訪問する専門職等による訪問支援に関する情報共有、インク

ルーシブな教育・保育の実現に向けた研修及び訪問支援の在り方、個

別の支援計画・指導計画の活用の推進をテーマに議論していくことが

決まった。令和８年度は計４回の幼児教育推進担当者会議の開催が予

定されている。 

〇令和５年度に児童発達支援センターでは、庁内の心理士を対象とした

研修会を実施した実績がある。その後も、市長部局の心理士（正規職

員が配置されている課）を対象とした交流会を、令和６年度は不定期

開催、令和７年度からは年３回の頻度で開催しており、それぞれの心

理業務の共有や、業務で扱うケースについて検討を行っている。 
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一方で、教育・保育関係者と福祉関係者の相互理解の促進、会計年度任

用職員も含めた心理士等が学び合う機会の確保については課題が残って

いる。 

 

ウ（仮称）こどもの育ち・学びアドバイザーによる訪問相談 

「中間とりまとめ」の時点では、こどもの実態に合った教育・保育内

容及び方法、環境の構成や調整等について指導・助言を行うため、幼児

教育・保育の豊富な経験がある者や心理士等の専門職が、（仮称）こど

もの育ち・学びアドバイザーとして幼稚園や保育所（園）を訪問すると

していた。 

このことについては、前述のとおり、幼児教育支援センターに令和７

年度より幼児教育アドバイザーが配置され、こどもの実態に合った教

育・保育内容及び方法、教育・保育の環境の構成や調整等について指

導・助言を実施している。 

保育課では、「要配慮児童保育コンシェルジュ」による事前面談を実

施した要配慮児についてのフォロー訪問を実施しており、児童、保護

者、保育士それぞれを支援している。 

 

 （２）「調査研究」部門について 

  ア「架け橋期のカリキュラム」の作成 

幼児教育支援センターでは、前述のとおり、令和７年度より文部科学

省「教育支援体制整備事業交付金（幼児教育推進体制等を活用した幼保

小の架け橋プログラム促進事業）」を受託し、架け橋期カリキュラムの

策定・実施・改善に向けた取組を進めてきた。 

令和８年度は、前年度に「架け橋期カリキュラム推進会議」で検討、

作成した「流山市版架け橋期のカリキュラム（例）」や「架け橋期カリ

キュラム作成の手引き（第２版）」を活用しながら、モデル地区２地区

での架け橋期のカリキュラムの試作に取り掛かっている。 

令和８年５月に行われた「幼保小合同研修会」では、小学校グループ

ごとの「期待するこどもの姿」を策定し、それを実現するための資質・

能力等の視点をもった相互参観、協議の場である「幼保小連携の日」の

実施などに関する年間計画を立案した。 

このことは、「架け橋期のカリキュラム」作成に向かう足掛かりとな

るとともに、「地域のこどもたちを共に育てる」という意識が醸成さ
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れ、小学校と園のつながりでだけではなく、園同士の相互参観の場が設

定されるなど、園校種や施設類型を超えた学び合いの場が持たれる地域

も生まれ始めた。 

幼児教育支援センターでは、令和８年度のモデル地域の「架け橋期の

カリキュラム」作成に関する取組をとりまとめ、「架け橋期カリキュラ

ム作成の手引き（第３版）」の発行の準備を進めるとともに、令和９年

度全小学校グループでの「架け橋期のカリキュラム」作成を目指し各地

区のコーディネートを進めていく。 

 

イ 「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」等を踏まえた

取組について 

国の動きとして、令和５年１２月に「幼児期のこどもの育ちに係る基

本的なビジョン」が閣議決定された。また、現在、「幼稚園教育要領」

並びに「保育所保育指針」等の改訂に向けた検討が行われている。市と

しては、これらの国の方向性を注視しながら、今後改正を予定している

「流山市保育の質のガイドライン」や「架け橋期のカリキュラム作成の

手引き」に、「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン」の

考え方を反映させていく。 

 

（３）「相談支援」部門について 

ア 幼児に関する総合相談窓口の設置 

発達への不安や幼稚園就園に関する悩みなど、ワンストップで対応

し、必要なサービス資源へのつなぎ、斡旋・紹介を行うための総合窓口

の設置を、「中間とりまとめ」時点では検討していた。 

一方で、令和８年度行われた第７回幼児教育センターＰＴ会議では、

「相談支援については、検討当初に比べるとＡＩの技術が進化し、相談

支援の形も変化してきている。」「幼児教育推進担当者会議の定期的な

開催により、担当者同士のつながり、相互理解が進んできた現状があ

る。」「必要な支援が行き届かない状況が生じないことが重要であり、

どこの窓口に相談が寄せられても、適切な機関につなげること、既存の

機能が拡大してサポートを受けられない事案を防ぐことが重要ではない

か」との意見が交わされた。 

担当部局として一本化を目指すべきなのか、データ連携などで情報を

一元化していくのか、慎重に検討していく必要がある。 
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イ 特別な支援が必要な幼児の就園及び療育等に関する相談対応・寄り添

いサポート 

令和６年度の幼児教育センターＰＴの立ち上げ当初から、課題として

挙げられた私立幼稚園における配慮を要するこどもの受け入れについて

は、幼児教育支援センターが窓口となり児童発達支援センターと連携し

ながら就園相談を実施してきた。現在、児童発達支援センターで実施し

ている療育相談及び発達に心配があるケースの就園相談に関しても、幼

児教育支援センターとの連携を図り、児童発達支援センターでの心理検

査等の実施等を経た上で、療育支援会議に諮り、支援方針を決定し、幼

児教育支援センター職員同席のもと保護者にその方針について説明、提

案を行っている。 

特別な配慮が必要なこどもに対する相談対応については、令和６年４

月に国の児童発達支援に関するガイドラインが改訂されたことに伴い、

児童発達支援センターに求められる機能が療育相談に限らず、家庭支援

や地域支援などと多岐にわたるようになっている。このことは、児童発達

支援センターの間口が広がり、特別な支援が必要な幼児やその保護者の

相談の入り口となっていると考えられる。児童発達支援センターと幼児

教育支援センターとが連携を強めることで、特に幼児期の子育てや就園、

就学に向けた不安をもつこどもや保護者への相談支援体制を強化できる

ものと考える。 

また幼児グループ「どんぐり」や３歳児健診等についてもこども家庭セ

ンターの事業として実施が予定されていることから、関係部局の担当者

が同席するなど、人的なつながりを持つことにより、適切な相談機関への

スムーズなつなぎ、関係機関同士の切れ目ない支援を実現できる手立て

になるものと考える。 

    なお、指導課教育研究企画室（場所：流山エルズ）で実施している就学

相談のうち、小学校入学段階（年長児）の相談と療育相談を同じ場所で実

施することが「中間とりまとめ」時点で検討されていたが、これについて

は、庁舎配置や人員の確保、組織改編等の環境整備を含めて検討していく

必要がある。 

 

３. 新たな幼児教育センター（仮称）の設置について 

   以上のことから、「架け橋期のカリキュラム」に関する「調査・研究」に

ついては、これまで担ってきたノウハウを生かしながら、学校教育部が幼児

教育支援センターを中心に、保育を所管するこども未来部等と連携しなが
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ら推進していくことが、当面の間は望ましいと考える。 

   また、「人材育成」についても、幼児教育支援センターが中心となり、幼

児教育アドバイザーの派遣による教育・保育内容及び方法、環境の構成等に

関する指導・助言を充実させるほか、架け橋期のカリキュラムの充実を図る

研修の充実を、既存のシステムを活用しながら充実させることが望ましい。

また、３部の連携を強化し、それぞれの専門性を発揮することで特別な配慮

を必要とするこどもを含めた教育・保育の質の向上を図ることができると

考える。 

一方で「相談支援」については、特別な配慮を必要とする幼児の幼稚園就

園や療育等に関する相談に対応するため、児童発達支援センターと幼児教

育支援センターが連携し、相互の専門性を生かしながら、それぞれの機能拡

充を目指していくことが望ましいと考える。そのために、幼児教育支援セン

ターと児童発達支援センターのそれぞれの職員が、同じ空間で相談事業に

対応できるようにすることやそれに対応できるための人員の確保等を検討

する必要がある。また、幼児教育支援センターの拡充にむけた体制強化を進

めていくことが必要である。 

上記のことを進める一方で、幼児期のこどもやその保護者の総合的な窓

口として一本化していくべきかどうか、新たな幼児教育センター（仮称）と

して設置が必要かどうかは、児童発達支援センターとの連携強化、こども家

庭センターでの相談支援の現状等を含めて、必要な段階で検討されるべき

と考える。 

そのための幼児教育に関係する担当部局の継続的な連携を絶やすことな

く、これまで以上に本市の幼児教育が推進されるよう、「幼児教育推進体制

構築に向けた担当者会議」を定期的に開催しながら、健康福祉部・こども未来

部・学校教育部の連携を深めていく。 
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（参考） 

令和８年度 幼児教育センターＰＴ構成員名簿 

 

 

 

※健康福祉部長、こども未来部長及び学校教育部長は、オブザーバーとして出席。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 課等 役職 氏名 

健康福祉部 児童発達支援

センター 

所長 石山 和与 

係長 和田 響子 

こども未来部 こども未来課 こども政策室長 鷲尾 和紀 

保育課 課長補佐 宮田 祐介 

こども家庭 

センター 

所長 平尾 美佳 

副所長 渡辺 浩代 

学校教育部 学校教育部 次長 吉川 正一 

指導課 課長 髙畑 佐文 

指導課 教育研究企画室長 大久保 敦史 

指導課 幼児教育支援セン

ター所長 

長谷部 敬子 

指導主事 荒井 智美 























令和８年７月23日　

財政部長査定資料

補正額
（千円）

説　　　明　
補正額
（千円）

説　　　明

1 保険料 － 1 総務費

2 国庫支出金 597

◎地域支援事業交付金（介護予防事業）
　　令和7年度決算に伴う過年度追加交付分 　　　　　 3,016,000円

◎保険者機能強化推進交付金
　　令和８年度交付決定額に伴う減額 　　　　　　　△1,128,000円

◎介護保険保険者努力支援交付金
　　令和8年度交付決定額に伴う減額　　　　　　　　△1,291,000円

2 保険給付費 -

3 支払基金交付金 10,494

◎令和7年度決算に伴う過年度追加交付分　　　　　　10,494,000円

3 地域支援事業費 -

4 県支出金 2,539

◎介護給付費負担金
　　令和7年度決算に伴う過年度追加交付分　　　　　　436,000円
　

◎地域支援事業交付金（介護予防事業）
　　令和7年度決算に伴う過年度追加交付分 　　　　　2,103,000円

4
財政安定化基
金拠出金

-

5 寄付金 - 5 基金積立金 -

6 繰入金 3,289

◎介護保険介護給付費準備基金繰入金　　　　　　　3,289,000円
　　〇令和7年度低所得者保険料軽減負担金の確定に伴う
　　　返還金 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　863,175円
　
　　〇財源調整　　　　　　　　　　　　　　　　　 　7,000円
　　〇交付金減額に伴う財源補填　　　　　　　　 2,419,000円
　　　（保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援交付金）

6 諸支出金 71,961

7 繰越金

54,855

8 諸収入 187
　〇令和6年度地域介護・福祉空間整備補助金に係る
　　　仕入れ控除税額の返還金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　187,305円

9 財産収入 - 7 予備費 -

今回補正額計 71,961 今回補正額計 71,961

補正前 15,985,030 補正前 15,985,030

補正後 16,056,991 補正後 16,056,991

◎国庫支出金等過年度分返還金拠出事業
・国庫支出金等過年度分還付金等
【補正前】○令和７年度介護給付費分・地域支援事業費分　　25,000,000円…①
【補正後】○介護給付事業分　　　返還金（国）　　　　　　94,580,778円…A
　　　　　〇地域支援事業分　　　返還金（支払基金） 　　　1,328,944円…B
　　　　　〇低所得者保険料軽減負担金　返還金　　　　　　 　863,175円…C
　　　　　　　　（国費　575,450円　県費　287,725円）
　　　　　◎返還金小計(A+B+C)　　　　　　　　　　　　　　96,772,897円…②
　
　　　　　●補正額小計(①－②)　　　　　　　　　　　　　71,772,897円…③
　
　　　　　〇地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金分（国） 187,305円…④
　
　　　　　◎返還金合計(②+④)　　　　　　　　　　　　　　96,960,202円…⑤
【補正額】⑤－①≒　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　71,961,000円

◎繰越金
　令和7年度決算における実質収支のうち令和7年度決算に伴う返還金を
 繰越すための減額補正
【補正前】　25,000,000円…①
【補正後】
令和7年度決算
15,585,160,681円（歳入総額）－15,245,164,749円（歳出総額）
                                      ＝339,995,932(実質収支）
339,995,932円（実質収支）－260,141,212円（基金積立金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝79,854,720円…②
【補正額】②－①＝54,855,000円

令和８年度流山市介護保険特別会計補正予算（第２号）概要資料

歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

款 款

令和８年3回定例会

教育福祉委員会

議案第６２号 資料


